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私たち全国労働安全衛生センター連絡会議は、労働者の立場に立って、長年にわたり労働災害

や職業病に関する相談・支援にあたってきた団体や個人の全国ネットワークです。 

本年 10 月 26 日、厚生労働省の「労働保険徴収法第 12 条第３項の適用事業主の不服の取

扱いに関する検討会」が開催されました。その席上、労働保険料認定決定に対する審査請求等に

おいて、事業主が労災保険支給決定の支給要件該当性を争うことができるようにする案が示され

ました。この案は検討会において大筋で認められ、早ければ年内にも通達を出し、運用を改めると

報じられています。 

労災保険制度では、「事業主の保険料負担の公平性の確保や災害防止努力の促進を図る」た

めとして、その事業場の労働災害の多寡に応じて、一定の範囲内で労災保険率または労災保険料

額を増減させる「メリット制」が設けられています。上記の案は、直接的には、支給要件に該当しない

（と事業主が主張する）労災保険給付をメリット制適用の収支率計算から除外させることによって、

結果的に労災保険料を引き下げさせる道を事業主に与えるものです。 

しかし、これは他方で、すでに支給された労災保険給付（労災認定）について、後から実は支給

要件に該当するものではなかったと認めさせることによって、労災認定に対する不服申し立てを事

業主に事実上または間接的に認めるものと言わざるを得ません。労働保険料認定決定に対する審

査請求等で支給要件に該当しない労災保険給付だと判断されても、労災保険給付支給決定は取

り消さないとされたとしても、労災被災者が現実に被る悪影響はきわめて大きく、また、労災被災者

の救済という労災保険制度の根本に反するものであると考えます。 

全国労働安全衛生センター連絡会議は、厚生労働省に対して、このような重大な改悪案を提案



したことに強く抗議し、ただちに撤回するよう強く求めるものです。 

以下、具体的に今回の提案の問題点を指摘します。 

 

1、今回の提案は、事業主に労災認定を否定する新たな根拠を与え、被災労働者の安心安全な療

養と生活、そして権利を、根本から破壊するものである。 

厚生労働省が検討会に提出した「労働保険徴収法第 12 条第３項の適用事業主の不服の取

扱いに関する論点」という資料（以下、論点資料）によると、事業主が労災保険料認定決定に不服

を申し立てる際に、労災保険支給決定（労災認定決定）における支給要件該当性（つまり認定要

件を満たしているかどうか）を争えるようにするという、解釈の変更が提案されている。 

論点資料では、労災被災者への保険給付や法的安定性には影響を及ぼさないとしている。しか

し、そのような主張は、職場における事業主と被災労働者との不均衡な力関係をまったく無視した

机上の空論である。 

現状でも、労災申請への協力を公然と拒んだり、労災申請した労働者に嫌がらせを行ったり、労

災休業中の労働者に対して労災を否定して退職を迫る事業主などが後を絶たない。そのために、

労災申請を断念したり、職場復帰を断念して退職する労働者も多いのである。 

もし、事業主による労災保険支給決定の要件該当性に関する不服が認められた場合、その不服

申し立てが、労働保険料のメリット制に関する部分だけだという話は、労働現場では事実上何の意

味も持たない。事業主は、その決定を根拠にして、「この労災認定は、実際には支給要件に該当しな

い」と、社会や被災労働者に対して労災認定そのものを全否定する主張を公然と行うだろう。要す

るに、労災被災者に対する事業主の圧力や攻撃の武器を国が公的に与えることになり、労災認定

されても被災労働者が安心して療養できる状況ではなくなってしまう。 

例えば、脳・心臓疾患や精神障害の被災労働者のことを少し想像してみてほしい。長時間労働や

セクハラ・パワハラで倒れた労働者やその家族は、現在でもきわめて高い労災認定のハードルの中

で、数か月におよぶ労災認定手続きに耐えなければならない。その困難さに加えて、労災認定を得

られた後も、事業主が労災認定を認めず、労働保険料に関する手続きの中で労災認定の内容その

ものをさらに争ってくることになる。もはや、被災労働者は絶望するしかないではないか。 

被災労働者の職場復帰や再発防止対策・職場改善等についても、今回の提案が通れば、事業

主が「この労災は支給要件に該当しない」として争い続け、協力を拒む危険が増大する可能性が

ある。また、労災保険給付は法律による最低限の補償であることから、被災労働者はより完全な損

害賠償を求めて事業主との直接交渉や民事訴訟を行うことができるが、それらに対して悪影響をも

たらすことも確実である。 

そもそも、労災保険制度が、事業主の不服申し立てにより事実上認定内容を否定できる制度と

なってしまうと、労働者がますます不安に感じ、労災申請そのものをためらう空気が強まることになる。

今でも、事業主の反発や攻撃を恐れ、労災申請をためらう労働者も少なくない。今回の改悪は、そう

した空気をさらに助長することになり、労災申請に関する労働者の権利行使をより一層困難にする

効果をもたらす。 



このように、今回の提案は、たんに労働保険料の決定に関する不服にとどまらない深刻な悪影響

を全国の労働現場にもたらすものであり、被災労働者の安全安心な療養と生活、そして、被災労働

者の権利を、完全に破壊するものと言わざるを得ない。被災労働者の公正かつ迅速な救済という

労災保険制度の目的そのものを根本から破壊するものである。 

 

2、全国の労働基準監督署での労災調査についても、深刻な悪影響を与える。 

今回の改悪が行われると、全国の労働基準監督署で労災認定の調査にあたる調査官に対して

も、深刻な悪影響を与えることが懸念される。すなわち、調査官が、事業主による不服申し立てや、

それによって労災認定（支給要件該当性）を後から否定されることを懸念して委縮し、より事業主

の主張に沿った対応や検討に流れる危険が高まる。 

現状においても、労働基準監督署の調査官が、事業主の主張を丸のみして不支給決定を行う不

当な事案が後を絶たない。とくに、被災労働者と事業主の主張が対立して、事業主が労災を否定し

調査にも非協力的な事案では、労働基準監督署は事業主の主張に引きずられる傾向が強く、労災

認定が困難になっている。例えば、脳心臓疾患や精神障害などの事案では、労働時間やセクハラ・

パワハラの認定をめぐって被災労働者と事業主の主張が対立しやすい（要するに事業主が現場の

実態を否認することが多い）こともあって、そうした問題が後を絶たない。 

今回の改悪で、そのような労働基準監督署の姿勢がさらに悪化し、事業主の主張を忖度した判

断がより強まることが懸念される。なお、この懸念は、労災保険審査官及び労働保険審査会につい

ても同様である。 

 

3、このような制度の重大な変更について、手続きがあまりに拙速であり、検討過程に重大な瑕疵

がある。 

今回の検討会では、検討資料として裁判例などが複数提示されている。その中にある「一般社

団法人Ｙ財団事件」という判例は、判決日や内容などから「あんしん財団事件」であると思われる。 

この「あんしん財団事件」は、事務職から営業職に職種を変更され、遠隔地への異動命令や過

大なノルマから精神障害に罹患した 2 人の女性労働者の労災認定について、事業主が「虚偽にも

とづく労災認定だ」などと主張して労災認定（保険給付支給処分）の取り消しを請求した事件であ

る。 

2022 年 4 月 15 日に示された東京地裁判決は、事業主は労災保険給付支給決定の取り消し

を求める法律上の利益がない（訴えを起こす資格がない）と断じた。しかし、他方で、労働保険料の

認定処分に対する取消訴訟において、労働保険料の算出において考慮される労災保険支給処分

について、同処分が取り消されていない場合であっても、その違法性（業務起因性を欠くこと）を取

消事由として主張することが許される余地があるとも示唆した。これが、今回の検討の直接のきっか

けのひとつになったものと考えられる。 

あんしん財団側は、東京高裁に控訴して争いを続け、いまも謝罪するどころか、労災認定自体を

認めていない。それどころか、労働基準法第 19 条第 1 項で明確に禁じられている、療養中の労災



被災者を解雇するという暴挙にまで及んでいる。 

労災保険のメリット制は本来、事業主に労働災害防止対策をより一層促すためのインセンティブ

措置である。労災認定を認めず、被災労働者に謝罪をするどころか労働基準法違反の解雇まで行

い、再発防止対策も職場改善も行おうとしない事業主に、労働保険料のメリット制の恩恵を受ける

資格はない。そのような事業主による被災労働者に対する不当な対応やメリット制の悪用などを抑

える対策こそが求められているのである。 

労働保険料認定決定の審査請求等において、事業主がすでに支給された労災保険給付の支給

要件該当性を主張できるようにするということは、逆にメリット制を悪用した審査請求や裁判を増長

させるだけでなく、事実上ないし間接的に、労災認定に対する事業主の不服申し立てを認めること

にほかならないと言わざるを得ない。 

歴史的には、1973 年 11 月に関西経営者協会が「労働災害補償保険制度の改正に関する要

望」のなかで使用者が労災認定に対して不服申立てができるものとすることを求め、また、1984

年 12 月 13 日に日本経営者連盟が「労災保険法改正に対する要望」の冒頭に「使用者の不服

申立制度の創設」を求めたことがあった。 

当時、この要求について、労災保険法改正の課題として正式に提起され、当時の労災保険審議

会での議論等もなされた。そうした議論の上で、労災保険給付支給決定がなされた場合、事業主

は、①労災保険給付支給決定に関する争いの当事者となる資格はなく、また、②労働保険料認定

決定の適否を争う際に、労災保険給付支給決定の要件該当性に関する主張もできない、という

「現状」（検討会の論点）があるわけである。 

にもかかわらず、この改悪は、突然開催された厚生労働省の「労働保険徴収法第 12 条第３項

の適用事業主の不服の取扱いに関する検討会」の、たった一回の審議で大枠が了承され、実施に

移されるという。 

労災問題に関する被災労働者、労働組合、労働団体などの意見を聞くこともなく、充分な検討の

時間も取らないまま、このような重大な制度変更を行うことが許されるのか。しかも、検討会の委員

は、ほぼ全員が法学者であり、今回の制度変更がもたらす労働現場での多面的な悪影響を適切に

検討できる構成ではない。 

今回の検討会に関しては、事業主に著しく偏った不公正な資料の採用と検討、運営が行われて

いると言わざるを得ない。 

 

以上の通り、全国労働安全衛生センター連絡会議は、今回の改悪に強く反対するとともに、厚生

労働省に対し、ただちにこの提案を撤回するよう重ねて求めるものである。 

 

※労働保険徴収法第 12条第３項の適用事業主の不服の取扱いに関する検討会 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudou_558547_00018.html 

※あんしん財団のパワハラ不当配転事件 

 https://ameblo.jp/anshin-mu/entry-12763221431.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudou_558547_00018.html
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